
第３章　緊急時の対応（学校・教育委員会）
１　ホットラインについて

　　児童・生徒のアレルギー症状に対応するため，慈恵第三病院が設ける専用電話回線により，救急搬送の受入れ及びアレルギー症状の判断等に係る相談を行うことができる。（資料3-1-1）
 (1)　専用電話番号

　　　緊急対応ファイル等で管理するほか，各校に配置されている緊急対応用携帯電話に番号を登録する。なお，専用電話番号は，教職員のみの取扱いとする。
 (2)　使用可能時間等
　　　平日及び土曜日の午前９時から午後５時まで。
　　　使用できない日：慈恵第三病院休診日（日曜日・祝日，大学記念日５月１日・１０月第二土曜日，年末年始１２月２９日から１月３日まで）
 (3)　その他
　　ア　ホットラインの対応は，食物アレルギーに特化したものではなく，例えば，ハチや薬によるアナフィラキシー等も含む，アレルギー全般が対象である。
　　イ　ホットラインに連絡する際には，同時並行で可能な限り教職員を集め，緊急事態に対応可能な態勢をとること。
２　学校における緊急時の対応
 (1)　アレルギー疾患の既往がある場合について
　　ア　役割分担モデル（資料3-2-1）のとおり，複数の教職員で対応する。

　　イ　緊急時個別対応カード（様式2-1-4）にそって対応を行う。
 (2)　アレルギー疾患の既往がない，または，管理指導表（様式2-1-1）の提出がない場合について

　　ア　役割分担モデル（資料3-2-1）のとおり，複数の教職員で対応する。

イ　新規発症等対応カード（様式3-2-3）新規発症等対応用の，ホットライン連絡方法(資料3-2-3)及び緊急時個別対応カード（様式3-2-4）を使用する。不測時に対応できるよう，緊急対応ファイルにまとめ，全学級の所定の場所で保管する。　

　ウ　アレルギー対応以外についても記載されている「緊急連絡票」を活用し，保護者への連絡及び受診時の持ち出しを行う。
　※　東京都マニュアルは，エピペンの使用方法及び救急要請のポイント等が詳しく記載されているため，日ごろの理解力向上の資料として活用する。
 (3)　原因食物を誤って喫食し，保護者のお迎えまでに時間がかかる場合は，症状が現れていなくても，教職員が２時間程度は経過観察を行う。
３　エピペン eq \o\ac(○,Ｒ)注射について

 (1)　緊急時個別対応カードの内容に即して教職員がエピペン eq \o\ac(○,Ｒ)注射をすることは，緊急やむを得ない措置として行われるものであり，医師法違反にならないと考えられます。
 (2)　緊急時個別対応カードの内容に即して教職員がエピペン eq \o\ac(○,Ｒ)注射を行った後の対応については，調布市教育委員会が全面的に責任を持つ。
 (3)　エピペン eq \o\ac(○,Ｒ)注射後の救急搬送は，東京消防庁活動基準により，三次救急医療機関（救命救急センター）への搬送が原則であるが，緊急時個別対応カードの「８」に搬送病院の希望として，慈恵第三病院の明記がある場合は，ホットラインに連絡を行い，救急隊に慈恵第三病院への搬送を依頼する（搬送先の決定は，救急隊指導医の判断による）。
　　※　慈恵第三病院は，二次救急医療機関である。

４　緊急対応用携帯電話の使用について

　　以下の緊急時の対応においては，積極的に活用すること。
 (1)　ホットラインの連絡
 (2)　１１９番通報

 (3)　医療機関受診同行時の連絡等（教育委員会や学校・緊急対応用携帯電話間の連絡，保護者への連絡等）

５　教育委員会事務局における緊急時の対応について

　　「食物アレルギー・アナフィラキシー発症時の学務課における対応」（資料3-5-1）及び「食物アレルギー対応時　学務課等　任務・分担」（資料3-5-2）のとおりとする。
６　食物アレルギー対応等に係る報告について

　　緊急時は，児童・生徒の対応を最優先させたうえで，事後対応として「食物アレルギー対応等に係る報告について」（資料3-6-1）のとおり学務課へ報告する。
７　施設間の連携について

　　ユーフォー（放課後遊び場対策事業）及び学校敷地内に設置されている学童クラブにおいて，アレルギー症状を発症する事態が発生した場合には，当該施設スタッフのほか，学校教職員も応援に当たること。
第４章　学校生活（給食以外）での留意点

食物アレルギーについては，学校生活上，給食以外にも留意しなければならないことがある。定型的な給食とは異なるため，事前に様々な想定を行い，管理指導表及び取組プランに基づいた対応を検討しておく必要がある。


１　校内における教育活動

 (1)　家庭科，技術・家庭科，総合的な学習の時間，特別活動，課外活動等

　　　調理実習等食品を使う活動の場合，学級担任・教科担任等は，使用する食品を保護者に伝え，原因食物が含まれていないかを必ず事前に確認する。「加工食品」に含まれるアレルギー物質の表示にも注意し，原因食物が含まれる場合は，別メニューにする等の配慮を行う。重篤な症状を発症する児童・生徒がいる場合は，原則として，コンタミネーションの危険がある食品は使用しない。


 (2)　体育・保健体育

　　　食物依存性運動誘発性アナフィラキシーの児童・生徒は，給食での対応を行うとともに，食後の運動について配慮する。


２　校外学習・宿泊を伴う行事

　　食物アレルギーの児童・生徒が，なるべく他の児童・生徒と同じような校外学習・宿泊が行えるよう，保護者からの情報をもとに，学習内容・宿泊場所等を検討し，旅行事業者，利用・宿泊施設の管理者・食事提供担当者に症状等の情報を伝えるとともに，学校はどの場面でどのような対応・配慮を行うかを確認しておく。

　　また，宿泊行事の運営委員会を設置し，教育委員会が実施に関わっている場合は，宿泊先の施設・食事の内容，周辺の緊急対応が可能な医療機関・消防機関等，基本的な事項の確認及び学校への情報提供を積極的に行う。
 (1)　市立学校における宿泊を伴う行事例

　　ア　移動教室

　　イ　修学旅行
 (2)　宿泊先や昼食場所等での食事内容，体験学習の内容等について事前に確認し，担任は保護者に伝え，対応が必要な場合は保護者と相談する。

 (3)　児童・生徒同士での弁当や菓子類のやりとり等に注意し，おやつや飲み物・自由行動での食事内容にも注意する。

 (4)　そばアレルギーの児童・生徒がいる場合は，宿泊施設でのそばがら枕の使用有無や，利用する施設の使用状況，昼食に利用する店舗の調理環境などついても確認し，対応を検討する。
　　　例えば，宿泊施設でそばがら枕を使用している場合や利用する施設でそば打ちを行っている場合，店舗がそばと他の麺類のゆで釜を共用している場合などは，寝具類の交換や清掃，調理上の対応を依頼するほか，必要に応じて，利用する施設・店舗の変更を検討する。
 (5)　発症時の対応，通常使用している医薬品の使用状況等が，「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）と変更ないか，保護者に確認する。原則として，医薬品は本人が持参し，本人が自分で使用できるようにしておく。
　　　現地で発症して病院を受診する際に，医薬品名や服用の有無を申告する場合があるので，学校は，主治医から処方された医薬品名と容量を把握しておく。

 (6)　宿泊先周辺の緊急対応が可能な医療機関の情報を収集し，必要に応じて，医療機関・消防機関へ事前連絡を行い，連携を図る。
　　　また，緊急時の連絡体制，対応，搬送先（宿泊先周辺の適切な医療機関）等の決定内容は，保護者と確認するとともに，教職員間で共通理解を図る。

 (7)　該当児童・生徒の「取組プラン」（様式2-1-2または2-1-3）と「緊急時個別対応カード」(様式2-1-4)をまとめた緊急対応ファイルを持参し，本人のアレルギー情報，主治医の連絡先，保護者の連絡先などが明確になるようにしておく。

 (8)　緊急時には，「校外学習における食物アレルギー・アナフィラキシー発症時の対応・役割分担モデル」（資料4-2-1）に沿って対応する。

３　経口免疫療法　　
 (1)　経口免疫療法を行っているか面談で確認し，「取組プラン」(様式2-1-2または2-1-3)に記載するとともに，教職員で情報を共有すること。

 (2)　教職員は，児童・生徒が原因食品を摂取する時間が登校前の場合や，摂取量を増やす時などは保護者と情報共有を行い，学校で発症する可能性を意識しておく。
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